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凡　　　　例

１　数値に付した△印は負数を示す。
２　表中の－は不能または皆無（該当なし）を示す｡
３　表中の0は単位未満を示す。
４　表中の斜線は当該欄を使用しないことを示す。
５　本文記載の金額表示は千円の位で四捨五入し、万円単位としている｡
６　表中の構成比はそれぞれ小数点第2位で四捨五入しているため、構成比の合計は
必ずしも100.0％とならない。
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　地方自治法第 233 条第 2 項の規定に基づき、平成 25 年度品川区各会計歳入歳出決算書

およびその関係書類を審査した結果について別記のとおり意見を述べる。

　　平成 26 年 10 月 14 日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　品川区監査委員　　　三　浦　　　茂

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　井　上　奇　信

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　本　多　健　信

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　石　田　しんご
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記

第１　審査対象
 1　平成 25 年度品川区各会計歳入歳出決算書
 2　平成 25 年度品川区各会計歳入歳出決算事項別明細書
 3　平成 25 年度品川区各会計実質収支に関する調書
 4　平成 25 年度品川区財産に関する調書

第２　審査実施の時期
　平成 26 年 7 月 1 日から
　平成 26 年 9 月 24 日まで

第３　審査の方法
　計数に誤りはないか、財政運営は健全か、予算の執行は関係法令に従って効率的になされている
か、財産管理は適正かなどに主眼をおき、それぞれの関係帳簿および証拠書類との照合、説明聴取
その他必要と認める審査方法により実施した。

第４　審査の結果
　審査に付された各会計歳入歳出決算書等の様式は、関係法令の規定に準拠して作成されており､
計数はいずれも符合し誤りのないことを確認した。
　各会計の決算内容、予算執行状況および財産の管理状況については、適正かつ妥当と認められた。
　なお、事業の執行状況に関する意見については付帯意見として記した。
　以下､ 順を追って審査の概要を述べる。



―5―

１　決算の総括
・　各会計決算額を単純に合計した総計は、歳入額1,998億8,551万円、歳出額1,950億8,448万円で、
差引残額は48億103万円の黒字となっており、前年度に比べ歳入額および歳出額はそれぞれ0.7
％、1.0％増加している。差引残額は11.5％減少している（第1表参照）。

第1表　各会計歳入歳出決算の総括
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２　一般会計
（１）　決算の概況
・　歳入総額1,334億2,248万円、歳出総額1,300億7,714万円で、形式収支（歳入歳出差引額）は33
億4,534万円の黒字となっており、翌年度へ繰越すべき財源1億6,265万円を差し引いた実質収
支も31億8,269万円の黒字となっている。
・　歳入総額は前年度（1,328億2,250万円）に比べ5億9,998万円、0.5％、歳出総額は前年度（1,291
億7,566万円）に比べ9億147万円、0.7％増加している。
・　当年度実質収支31億8,269万円から前年度実質収支（30億5,240万円）を差し引いた単年度収
支は1億3,029万円の黒字となっている（第2表参照）。

 第2表　一般会計決算の概況
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・　月別の資金収支状況は第3表のとおりである。

第3表　一般会計月別資金収支状況
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（2）　歳　入
・　調定額1,352億9,143万円、収入済額1,334億2,248万円で、調定額に対する収入率98.6％は前年
度（98.2％）に比べ0.4ポイント上昇している。
・　収入未済率は1.2％で、前年度（1.6％）に比べ0.4ポイント低下している。
・　予算現額、不納欠損額および収入未済額は、前年度に比べそれぞれ0.8％、10.5％、25.4％減少
している。
・　収入済額は、前年度に比べ0.5％増加している（第4表参照）。

第4表　一般会計歳入状況





―10―

ア　款別歳入状況
・　収入済額は1,334億2,248万円で、前年度（1,328億2,250万円）に比べ5億9,998万円、0.5％増加
している。
　　主な増加額は次のとおりである。
　国庫支出金18億3,229万円、9.7％、都支出金16億4,083万円、24.0％、特別区税10億5,860万円、
2.6％、諸収入6億4,460万円、16.8％、株式等譲渡所得割交付金5億2,427万円、778.5％、財産収
入4億2,320万円、65.8％。

第5表　一般会計款別歳入状況 
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　　主な減少額は次のとおりである。
　繰入金△41億9,549万円、△76.7％、特別区交付金△16億4,858万円、△4.4％、繰越金△1億9,796
万円、△5.1％（第5表参照）。
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イ　特別区税
・　収入済額は420億4,412万円で、前年度（409億8,552万円）に比べ10億5,860万円、2.6％増加
している（10頁、第5表参照）。
　　増加額は次のとおりである。
　特別区民税（現年課税分）7億5,818万円、2.1％、特別区たばこ税（現年課税分）3億3,349万円、
10.0％。

　　主な減少額は次のとおりである。
　特別区民税（滞納繰越分）△3,074万円、△4.4％、軽自動車税（滞納繰越分）△176万円、△38.8％。

 

第6表　特別区税の歳入状況



―13―

・　対調定収入率は、現年課税分は98.7％で前年度（98.4％）に比べ0.3ポイント上昇し、滞納繰越
分は51.8％で前年度（44.8％）に比べ7.0ポイント上昇している（第6表参照）。
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ウ　特別区交付金
・　収入済額は361億7,683万円で、前年度（378億2,541万円）に比べ16億4,858万円、4.4％減少
している。
・　このうち普通交付金（基準財政需要額－基準財政収入額）の収入済額は343億2,369万円で、前
年度（361億1,284万円）に比べ17億8,915万円、5.0％減少している。
・　普通交付金算定の基礎となる基準財政需要額の主な算定増は次のとおりである。
　生活保護費3億4,082万円、児童福祉費（18歳未満人口）3億2,253万円、児童福祉費（私立保育所）
2億7,270万円、社会福祉費2億3,119万円。

　　主な算定減は次のとおりである。
　財産費（都市計画交付金分）△17億9,055万円、（投）小学校新増築・給食室ドライシステム△2
億9,066万円、（投）都市防災不燃化促進事業等△2億2,269万円、（投）中学校新増築・給食室ド
ライシステム△2億1,441万円。
・　基準財政需要額と同様に普通交付金算定の基礎となる基準財政収入額の主な算定増は次のと
おりである。
　特別区民税10億4,246万円、特別区たばこ税2億8,201万円。
　　主な算定減は次のとおりである。
　地方消費税交付金△3億2,925万円、自動車取得税交付金△5,618万円。
・　特別交付金は、普通交付金決定後に災害など新たに生じた財政需要に対し交付されるもので、
災害復旧費、災害の未然防止に要する経費、公害対策・環境改善に要する経費、その他特別な事情
による経費として18億5,314万円の交付を受けている（第7表参照）。

第7表　特別区交付金の歳入状況
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エ　分担金及び負担金
・　収入済額は26億4,898万円で、前年度（24億6,105万円）に比べ1億8,793万円、7.6％増加して
いる（10頁、第5表参照）。
　　主な増加額は次のとおりである。
　保育園保育料1億5,776万円、中小企業センター等管理費負担金4,330万円、庁舎管理費負担金
2,263万円。

　　主な減少額は次のとおりである。
　公害健康被害補償費負担金△2,616万円。
・　収入未済額は、保育園保育料2,993万円、認定こども園保育料18万円、老人福祉法施行措置費
自己負担金485万円、合計3,496万円で、前年度（3,741万円）に比べ245万円、6.5％減少している
（第8表参照）。

第8表　分担金及び負担金の不納欠損および収入未済状況
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オ　使用料及び手数料
・　収入済額は42億744万円で、前年度（41億5,180万円）に比べ5,564万円、1.3％増加している（10
頁、第5表参照）。
　　主な増加額は次のとおりである。
　道路占用料4,759万円、廃棄物処理手数料2,115万円、自転車駐車場使用料1,300万円、住民基本台
帳証明手数料1,031万円。
　　主な減少額は次のとおりである。
　区民住宅使用料△2,974万円。
・　収入未済額は6,666万円で、前年度（6,318万円）に比べ348万円、5.5％増加している。  
　　主な増加額は次のとおりである。
　区民住宅使用料166万円、高齢者等住宅使用料73万円、道路占用料49万円。
　　減少額は次のとおりである。
　幼稚園保育料△1万円（第9表参照）。

 第9表　使用料及び手数料の不納欠損および収入未済状況
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カ　国庫支出金
・　収入済額は207億5,126万円で、前年度（189億1,897万円）に比べ18億3,229万円、9.7％増加
している。
・　国庫負担金は10億5,816万円、6.5％減少している。
　　主な減少額は次のとおりである。
　学校施設整備費△7億7,908万円、子ども手当給付金△7億4,392万円、生活保護費△3億3,392万
円。
　　主な増加額は次のとおりである。
　児童手当給付金6億3,505万円、児童保育費7,986万円、障害者自立支援給付費6,531万円。

 第10表　国庫支出金の歳入状況
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・　国庫補助金は28億9,063万円、108.8％増加している。
　　主な増加額は次のとおりである。
　社会資本整備総合交付金28億2,433万円、地域の元気臨時交付金の皆増1億2,635万円。
　　主な減少額は次のとおりである。　　
　学校施設整備費△6,779万円。  
・　国庫委託金は18万円、1.5％減少している。
　　主な減少額は次のとおりである。
　外国人登録事務費の皆減△707万円。
　　主な増加額は次のとおりである。
　小中一貫教育研究事業の皆増462万円（第10表参照）。
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キ　都支出金
・　収入済額は84億7,131万円で、前年度（68億3,048万円）に比べ16億4,083万円、24.0％増加し
ている。
・　都負担金は9,145万円、2.9％増加している。
　　主な増加額は次のとおりである。
　児童手当給付金1億700万円、児童保育費3,993万円、障害者自立支援給付費3,246万円。
　　主な減少額は次のとおりである。　
　子ども手当給付金の皆減△1億1,549万円。

ク　財産収入
・　収入済額は10億6,675万円で、前年度（6億4,355万円）に比べ4億2,320万円、65.8％増加して
いる。
・　財産運用収入は1億5,137万円、52.0％増加している。
　　主な増加額は次のとおりである。　
　地所賃貸料1億7,133万円。
　　主な減少額は次のとおりである。
　各種基金利子△1,083万円。

第11表　都支出金の歳入状況

第12表　財産収入の歳入状況
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・　都補助金は13億4,954万円、51.9％増加している。
　　主な増加額は次のとおりである。
　都市計画交付金8億5,262万円、認知症高齢者グループホーム整備費1億9,545万円、密集住宅市
街地整備促進事業費1億4,227万円、安心こども基金交付金1億4,145万円。　
　　主な減少額は次のとおりである。　
　妊婦健康診査事業補助金の皆減△7,892万円。
・　都委託金は1億9,984万円、18.9％増加している。
　　主な増加額は次のとおりである。
　参議院議員選挙費の皆増1億1,077万円、都議会議員選挙費の皆増1億854万円。　
　　主な減少額は次のとおりである。　
　衆議院議員選挙費の皆減△8,535万円（第11表参照）。

・　財産売払収入は2億7,182万円、77.1％増加している。
　　主な増加額は次のとおりである。
　株式売払代金の皆増6億1,704万円。
　　減少額は次のとおりである。
　不動産売払代金△3億4,742万円（第12表参照）。
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ケ　諸収入
・　収入済額は44億8,962万円で、前年度（38億4,502万円）に比べ6億4,460万円、16.8％増加し
ている（10頁、第5表参照）。
　　主な増加額は次のとおりである。
　排水施設建設費収入2億6,291万円、都市基盤整備費収入2億6,011万円、商店街事業用つなぎ資
金貸付金返還金6,000万円、弁償金4,810万円、下水道管改修整備費収入4,798万円。
　　主な減少額は次のとおりである。
　宝くじ等助成金収入△5,855万円。
・　収入未済額は5億2,705万円で、前年度（5億8,466万円）に比べ5,761万円、9.9％減少している。
　　主な減少額は次のとおりである。
　下水道管改修整備費収入の皆減△8,980万円、奨学金貸付金返還金△1,203万円。
　　主な増加額は次のとおりである。
　弁償金5,069万円（第13表参照）。

第13表　諸収入の不納欠損および収入未済状況
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コ　歳入構造の分析
（ア）　自主財源と依存財源
・　区が自ら調達できる自主財源は594億2,002万円で、前年度（614億1,268万円）に比べ19億
9,265万円、3.2％減少している。

　　主な減少額は次のとおりである。
　繰入金△41億9,549万円、△76.7％。

第14表　自主、依存財源別歳入構造
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・　一方、国等の意思により交付される依存財源は740億246万円で、前年度（714億982万円）に
比べ25億9,263万円、3.6％増加している。
　　主な増加額は次のとおりである。
　国庫支出金18億3,229万円、9.7％、都支出金16億4,083万円、24.0％。
・　歳入合計に占める自主財源の割合は44.5％で、前年度（46.2％）に比べ1.7ポイント低下してい
る（第14表参照）。
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（イ）　一般財源と特定財源
・　使途が特定されていない一般財源は868億2,401万円で、前年度（866億4,589万円）に比べ1
億7,812万円、0.2％増加している。
・　一方、使途が特定されている特定財源は465億9,847万円で、前年度（461億7,661万円）に比
べ4億2,186万円、0.9％増加している。

第15表　一般、特定財源別歳入構造
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・　歳入合計に占める一般財源の割合は65.1％で、前年度（65.2％）に比べ0.1ポイント低下してい
る。
・　一般財源に占める特別区税の割合は48.4％で、前年度（47.3％）に比べ1.1ポイント上昇してい
る（第15表参照）。
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（３）　歳　　出
・　支出済額は1,300億7,714万円で、前年度（1,291億7,566万円）に比べ9億147万円、0.7％増加
している。
　　主な増加額は次のとおりである。
　土木費（大崎駅周辺地区再開発事業、都市再生総合整備事業など）53億5,639万円、37.7%、民生
費（特別養護老人ホーム等整備費、区内私立保育園経費など）41億3,675万円、7.3％。

第16表　一般会計款別歳出状況
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　　主な減少額は次のとおりである。
　教育費（小中一貫校推進経費、すまいるスクール事業費など）△60億8,317万円、△31.7％、総務
費（平塚小学校跡文化スポーツ施設等整備、地域センター等運営費など）△22億2,847万円、△
10.0％。

・　予算現額に対する執行率は95.9％で、前年度（94.5％）に比べ1.4ポイント上昇している（第16
表参照）。
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ア　款・項別執行状況
　　議　会　費
・　支出済額は8億4,402万円で､前年度（8億3,866万円）に比べ536万円、0.6％増加している。
・　予算現額に対する執行率は96.3％である（28頁､第16表参照）。

　　総　務　費
・　支出済額は200億452万円で、前年度（222億3,299万円）に比べ22億2,847万円、10.0％減
少している。
・　総務管理費は2億6,565万円、2.1％減少している。
　　主な減少額は次のとおりである。
　退職手当△4億1,599万円、財政調整基金積立金△3億2,051万円。
　　主な増加額は次のとおりである。
　公有財産管理費2億4,733万円、庁舎等維持管理費8,014万円。
・　地域振興費は20億4,616万円、27.0％減少している。
　　主な減少額は次のとおりである。
　平塚小学校跡文化スポーツ施設等整備の皆減△20億3,855万円、地域センター等運営費△6
億6,275万円。
　　主な増加額は次のとおりである。
　地域振興基金積立金6億1,857万円。
・　徴税費は1,918万円、2.0％減少している。
　　主な減少額は次のとおりである。
　職員給与費△2,184万円、過誤納金返還金△954万円。
　　主な増加額は次のとおりである。
　徴収事務費635万円。
・　戸籍及び住民基本台帳費は6,253万円、9.7％減少している。　
　　主な減少額は次のとおりである。
　職員給与費△5,314万円。
・　選挙費は1億5,463万円、60.4％増加している。
　　主な増加額は次のとおりである。
　参議院議員選挙執行費の皆増1億1,108万円、都議会議員選挙執行費の皆増1億854万円。
　　主な減少額は次のとおりである。
　衆議院議員選挙執行費の皆減△8,582万円。
・　予算現額に対する執行率は95.3％である（第17表参照）。
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第17表　総務費の項別執行状況
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　　民　生　費
・　支出済額は604億7,469万円で、前年度（563億3,794万円）に比べ41億3,675万円、7.3％
増加している。
・　社会福祉費は32億8,754万円、17.3％増加している。
　　主な増加額は次のとおりである。
　特別養護老人ホーム等整備費31億4,319万円、地域密着型サービス施設整備費助成2億
4,928万円。

　　主な減少額は次のとおりである。
　国民健康保険事業会計繰出金△2億6,116万円、法人に対する助成金△1億3,137万円。
・　児童福祉費は7億3,270万円、3.0％増加している。
　　主な増加額は次のとおりである。
　区内私立保育園経費7億6,027万円、児童手当給付金7億5,734万円、すまいるスクール運営
費（教育費からの移行分（事業分））7億4,370万円。
　　主な減少額は次のとおりである。
　子ども手当給付金△9億3,250万円、幼保一体施設運営費△7億4,466万円、保育園維持管理
費△2億3,508万円。
・　生活保護費は1億1,651万円、0.9％増加している。
　　主な増加額は次のとおりである。
　生活保護費1億3,954万円。
　　主な減少額は次のとおりである。
　法外援護△2,006万円。
・　予算現額に対する執行率は97.4％である（第18表参照）。

第18表　民生費の項別執行状況
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　　衛　生　費
・　支出済額は105億4,258万円で、前年度（107億3,893万円）に比べ1億9,636万円、1.8％減
少している。
・　保健衛生費は3,648万円、0.8％増加している。
　　主な増加額は次のとおりである。
　定期予防接種2億9,732万円、妊婦健康診査1,060万円。
　　主な減少額は次のとおりである。
　衛生検査室管理運営費△1億5,829万円、任意予防接種△7,973万円、公害健康被害認定給付
事業△2,524万円。
・　環境費は8,193万円、5.1％減少している。
　　主な減少額は次のとおりである。
　温暖化対策事業△5,377万円、職員給与費△1,857万円。
・　清掃費は1億5,090万円、3.2％減少している。
　　主な減少額は次のとおりである。
　東京二十三区清掃一部事務組合分担金△1億3,602万円、職員給与費△4,482万円。
　　主な増加額は次のとおりである。
　収集運搬作業費2,308万円。
・　予算現額に対する執行率は97.2％である（第19表参照）。

第19表　衛生費の項別執行状況
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　　土　木　費
・　支出済額は195億6,015万円で、前年度（142億376万円）に比べ53億5,639万円、37.7％増
加している。
・　土木管理費は1億5,080万円、19.2％増加している。
　　主な増加額は次のとおりである。
　駅周辺等放置自転車対策事業1億5,654万円。
　　主な減少額は次のとおりである。
　職員給与費△930万円。
・　道路橋梁費は5億605万円、10.2％減少している。
　　主な減少額は次のとおりである。
　補助205号線整備△4億1,544万円、商店街電線類地中化事業△2億1,407万円、水とみどり
のみち整備事業△6,055万円。
　　主な増加額は次のとおりである。
　道路バリアフリー事業7,804万円、排水施設建設事業7,147万円、補助163号線整備5,818万
円。
・　河川費は4,826万円、18.3％減少している。
　　主な減少額は次のとおりである。
　河川管理費△4,470万円。

　　産業経済費
・　支出済額は22億5,512万円で、前年度（20億1,409万円）に比べ2億4,103万円、12.0％増
加している。
　　主な増加額は次のとおりである。
　中小企業センター等運営費1億4,476万円、就業支援事業9,048万円、商店街活性化推進事業
6,184万円。

　　主な減少額は次のとおりである。
　中小企業事業資金融資あっせん△1億6,664万円。
・　予算現額に対する執行率は86.7％である（第20表参照）。

第20表　産業経済費の項別執行状況
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第21表　土木費の項別執行状況

・　都市計画費は58億1,887万円、95.3％増加している。
　　主な増加額は次のとおりである。
　大崎駅周辺地区再開発事業60億7,319万円、都市再生総合整備事業3億793万円、公園・児童
遊園維持管理費1億4,741万円。
　　主な減少額は次のとおりである。
　公園・児童遊園整備△3億2,068万円、防災生活圏促進事業△1億6,396万円、しながわ水族館
運営費△7,945万円。
・　建築費は5,889万円、6.9％減少している。
　　主な減少額は次のとおりである。
　住宅・建築物耐震化支援事業△3,034万円、職員給与費△2,489万円。
・　予算現額に対する執行率は93.2％である（第21表参照）。
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　　教　育　費
・　支出済額は130億8,795万円で、前年度（191億7,112万円）に比べ60億8,317万円、31.7 ％
減少している。
・　教育総務費は5億9,191万円、10.4％減少している。
　　主な減少額は次のとおりである。
　すまいるスクール事業費（民生費への移行分（事業分））△7億6,552万円、移動教室経費△
4,102万円。

　　主な増加額は次のとおりである。
　義務教育施設整備基金積立金5億163万円、マイスクール八潮運営費3,405万円。
・　学校教育費は54億9,126万円、40.8％減少している。
　　主な減少額は次のとおりである。
　小中一貫校推進経費△50億3,751万円、学校改築推進経費△6億9,780万円、小中学校職員
給与費△1億5,951万円。
　　主な増加額は次のとおりである。
　校舎等整備1億7,838万円、学校維持管理費1億1,230万円、給食施設改修費7,641万円。
・　予算現額に対する執行率は95.0％である（第22表参照）。

第22表　教育費の項別執行状況
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　　公　債　費
・　支出済額は33億812万円で、前年度（36億3,817万円）に比べ3億3,005万円、9.1％減少し
ている。
　　主な減少額は次のとおりである。
　起債償還元金△2億7,215万円、起債利子△5,789万円。
・　予算現額に対する執行率は99.8％である（28頁、第16表参照）。

　　予　備　費
・　予備費による補充は当初予算額3億円に対し1億1,295万円で、前年度（4,579万円）に比べ
6,716万円増加している。

・　補充先は総務費（一般管理費、防災対策費）、土木費（公園管理費）である（第23表参照）。

第23表　予備費による補充状況
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イ　普通会計における性質別歳出状況
・　各地方公共団体相互の比較をするために国が定めた統一基準による普通会計の歳出状況を見
ると、決算額は1,297億4,405万円で、前年度（1,288億8,149万円）に比べ8億6,256万円、0.7％増
加している。
・　このうち、人件費、扶助費および公債費の合計である義務的経費は562億859万円で、前年度
（565億4,582万円）に比べ3億3,723万円、0.6％減少している。
・　経常的経費は921億1,089万円で、前年度（921億8,387万円）に比べ7,298万円、0.1％減少して
いる。

第24表　普通会計（決算統計）による性質別歳出状況
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・　財政構造の弾力性を判断する指標とされる経常収支比率（義務的性格の経常的経費に充当さ
れた経常一般財源÷経常一般財源総額）は76.8％で、前年度（77.2％）に比べ0.4ポイント低下し
ている。
・　経常的経費に充当された経常一般財源は665億9,036万円で、前年度（667億66万円）に比べ1
億1,031万円、0.2％減少している。
・　普通建設事業費など経常的経費以外の経費に充当された経常一般財源は200億6,982万円で、
前年度（196億8,198万円）に比べ3億8,784万円、2.0％増加している（第24表参照）。
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ウ　普通会計における目的別、性質別歳出状況
・　普通会計の目的別、性質別歳出状況および財源は第25表のとおりである。
・　人件費は243億8,096万円で、前年度（251億7,318万円）に比べ7億9,222万円、3.1％減少して
いる。
　　主な減少額は次のとおりである。
　総務費△4億9,855万円、△7.3％、教育費△1億4,687万円、△4.4％、衛生費△4,967万円、△1.5％、
民生費△4,149万円、△0.5％。
　　増加額は次のとおりである。
　労働費1,665万円、49.4％。

 第25表　普通会計（決算統計）による目的別、性質別歳出状況
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・　消費的経費は855億2,773万円で、前年度（808億42万円）に比べ47億2,731万円、5.9％増加し
ている。
　　主な増加額は次のとおりである。
　民生費（区内私立保育園経費など）36億6,336万円、8.0％、総務費（地域振興基金積立金など）9
億7,267万円、11.4％、教育費（義務教育施設整備基金積立金など）5億8,454万円、5.9％。
　　主な減少額は次のとおりである。
　公債費（起債償還元金など）△3億3,005万円、△10.0％、消防費（住宅・建築物耐震化支援事業な
ど）△8,326万円、△10.6％。

・　投資的経費は198億3,536万円で、前年度（229億789万円）に比べ30億7,253万円、13.4％減少
している。
　　主な減少額は次のとおりである。
　教育費（小中一貫校推進経費など）△78億1,785万円、△74.9％、総務費（地域センター等管理運
営費など）△5億7,941万円、△54.3％、民生費（幼保一体施設運営費など）△2億9,190万円、△
16.9％。

　　主な増加額は次のとおりである。
　土木費（大崎駅周辺地区再開発事業など）56億9,617万円、65.2％、商工費（中小企業センター等
運営費など）1億3,323万円、206.9％。
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エ　事務事業の執行状況
・　当初予算額と補正予算額の合計額と決算額に30％以上相違のある事務事業は第26表のとお
りである（当初予算額と補正予算額の合計額が100万円以上のものに限る）。

 第26表　予算額と決算額に30%以上相違のある事務事業
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オ　特別区債の状況
・　平成25年度末現在における特別区債の状況は第27表のとおりである。
・　平成25年度は特別区債を発行していないため、年度末現在高は214億8,883万円で、前年度
（243億8,156万円）に比べ28億9,273万円減少している。

第27表　特別区債の状況
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３　国民健康保険事業会計
（１）　決算の概況
・　歳入総額389億6,086万円、歳出総額377億5,058万円で、形式収支（歳入歳出差引額）は12億
1,028万円の黒字となっており、翌年度へ繰越すべき財源（0円）を差し引いた実質収支も同額の
黒字となっている。
・　歳入総額は前年度（388億2,745万円）に比べ1億3,341万円、0.3％、歳出総額は前年度（372億
9,463万円）に比べ4億5,595万円、1.2％増加している。

・　当年度実質収支12億1,028万円から前年度実質収支（15億3,282万円）を差し引いた単年度収
支は3億2,254万円の赤字となっている（第28表参照）。

第28表　国民健康保険事業会計決算の概況 
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・　月別の資金収支状況は第29表のとおりである。

 第29表　国民健康保険事業会計月別資金収支状況
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（２）　歳　　入
・　調定額421億2,233万円、収入済額389億6,086万円で、調定額に対する収入率92.5％は前年度
（92.1％）に比べ0.4ポイント上昇している。
・　収入未済率は6.3％で、前年度（6.6％）に比べ0.3ポイント低下している。
・　予算現額および収入済額は、前年度に比べそれぞれ0.9％、0.3％増加している。調定額、不納
欠損額および収入未済額は、前年度に比べそれぞれ0.1％、5.6％、4.9％減少している（第30表参
照）。

第30表　国民健康保険事業会計歳入状況
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ア　款別歳入状況
・　収入済額は389億6,086万円で、前年度（388億2,745万円）に比べ1億3,341万円、0.3％増加し
ている。
　　主な増加額は次のとおりである。
　前期高齢者交付金3億9,364万円、5.7％、国民健康保険料3億9,087万円、4.0％、国庫支出金1億
1,936万円、1.5％、共同事業交付金3,771万円、0.9％。

　　主な減少額は次のとおりである。
　繰越金△2億6,618万円、△14.8％、繰入金△2億6,116万円、△5.8％、療養給付費等交付金△2億
4,171万円、△14.7％、都支出金△3,617万円、△1.6％（第31表参照）｡

 

 
  

第31表　国民健康保険事業会計款別歳入状況
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イ　国民健康保険料
・　歳入状況は第32表のとおりである。
・　収入済額から還付未済額を差し引いた収納額は、現年分90億9,608万円、滞納繰越分10億815
万円である。
・　対調定収納率の現年分は86.2％で前年度（85.3％）に比べ0.9ポイント上昇し、滞納繰越分は
37.6％で前年度（34.2％）に比べ3.4ポイント上昇している。

第32表　国民健康保険料の歳入状況
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・　収納見込率に基づく収納見込額と収納額とを比べると、現年分4億9,489万円、滞納繰越分
1,168万円、合計5億656万円の不足となっている。
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（３）　歳　　出
・　支出済額は377億5,058万円で、前年度（372億9,463万円）に比べ4億5,595万円、1.2％増加し
ている。
　　主な増加額は次のとおりである。
　保険給付費3億5,870万円、1.5％、後期高齢者支援金等1億8,570万円、3.8％、介護納付金1億
504万円、4.9％。

　　主な減少額は次のとおりである。
　諸支出金△7,498万円、△13.5％、共同事業拠出金△5,839万円、△1.5％、保健事業費△3,455万円、
△9.6％、総務費△2,458万円、△3.7％。

 

  

第33表　国民健康保険事業会計款別歳出状況
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・　予算現額に対する執行率は97.7％で、前年度（97.4％）に比べ0.3ポイント上昇している（第33
表参照）。
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４　後期高齢者医療特別会計
（１）　決算の概況
・　歳入総額69億1,572万円、歳出総額68億4,798万円で、形式収支（歳入歳出差引額）は6,774万
円の黒字となっており、翌年度へ繰越すべき財源（0円）を差し引いた実質収支も同額の黒字と
なっている。
・　歳入総額は前年度（68億8,862万円）に比べ2,710万円、0.4％、歳出総額は前年度（68億1,749
万円）に比べ3,049万円、0.4％増加している。
・　当年度実質収支6,774万円から前年度実質収支（7,113万円）を差し引いた単年度収支は339万
円の赤字となっている（第34表参照）。

 第34表　後期高齢者医療特別会計決算の概況
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・　月別の資金収支状況は第35表のとおりである。

第35表　後期高齢者医療特別会計月別資金収支状況
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（２）　歳　　入
・　調定額70億134万円、収入済額69億1,572万円で、調定額に対する収入率98.8％は前年度（98.9
％）に比べ0.1ポイント低下している。
・　収入未済率は1.1％で、前年度（1.0％）に比べ0.1ポイント上昇している。
・　予算現額、調定額、収入済額および収入未済額は、前年度に比べそれぞれ0.4％、0.5％、0.4％、
9.6％増加している。

・　不納欠損額は前年度に比べ4.6％減少している（第36表参照）。

 第36表　後期高齢者医療特別会計歳入状況
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ア　款別歳入状況
・　収入済額は69億1,572万円で、前年度（68億8,862万円）に比べ2,710万円、0.4％増加している。
　　増加額は次のとおりである。
　繰越金5,007万円、237.8％、後期高齢者医療保険料1,774万円、0.5％、諸収入1,213万円、7.2％。
　　主な減少額は次のとおりである。
　繰入金△4,749万円、△1.4％（第37表参照）。

 第37表　後期高齢者医療特別会計款別歳入状況
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（３）　歳　　出
・　支出済額は68億4,798万円で、前年度（68億1,749万円）に比べ3,049万円､ 0.4％増加している。
　　主な増加額は次のとおりである。
　分担金及び負担金4,672万円、0.7％、保険給付費1,421万円、11.7％。
　　減少額は次のとおりである。
　総務費△3,126万円、△17.5％。
・　予算現額に対する執行率98.6％は前年度と同様である（第38表参照）。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第38表　後期高齢者医療特別会計款別歳出状況
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５　介護保険特別会計
（１）　決算の概況
・　歳入総額205億8,645万円、歳出総額204億879万円で、形式収支（歳入歳出差引額）は1億
7,766万円の黒字となっており、翌年度へ繰越すべき財源（0円）を差し引いた実質収支も同額の
黒字となっている。
・　歳入総額は前年度（200億4,426万円）に比べ5億4,219万円、2.7％､ 歳出総額は前年度（198億
6,979万円）に比べ5億3,900万円､ 2.7％増加している｡

・　当年度実質収支1億7,766万円から前年度実質収支（1億7,447万円）を差し引いた単年度収支
は320万円の黒字となっている（第39表参照）。

 
第39表　介護保険特別会計決算の概況
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・　月別の資金収支状況は第40表のとおりである。

第40表　介護保険特別会計月別資金収支状況
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（２）　歳　　入
・　調定額208億5,580万円、収入済額205億8,645万円で、調定額に対する収入率98.7％は前年度
（98.8％）に比べ0.1ポイント低下している。
・　収入未済率1.0％は前年度と同様である。
・　予算現額、調定額、収入済額、不納欠損額および収入未済額は、前年度に比べそれぞれ4.3％、
2.8％、2.7％、28.1％、2.0％増加している（第41表参照）。

 第41表　介護保険特別会計歳入状況
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ア　款別歳入状況
・　収入済額は205億8,645万円で、前年度（200億4,426万円）に比べ5億4,219万円、2.7％増加し
ている。
　　主な増加額は次のとおりである。
　繰入金2億1,797万円、7.4％、保険料1億3,572万円、3.2％、支払基金交付金1億1,847万円、2.2％、
繰越金1億1,359万円、186.6％、国庫支出金1億270万円、2.4％。
　　主な減少額は次のとおりである。
　都支出金△1億4,552万円、△4.7％（第42表参照）。

 

 

第42表　介護保険特別会計款別歳入状況
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（３）　歳　　出
・　支出済額は204億879万円で、前年度（198億6,979万円）に比べ5億3,900万円､ 2.7％増加して
いる。
　　増加額は次のとおりである。
　保険給付費6億7,911万円、3.6％、地域支援事業費2,261万円、4.8％。
　　減少額は次のとおりである。
　基金積立金△1億3,708万円、△81.9％、総務費△1,808万円、△3.6％、諸支出金△757万円、△
27.0％。

・　予算現額に対する執行率は96.2％で、前年度（97.6％）に比べ1.4ポイント低下している（第43
表参照）。

 第43表　介護保険特別会計款別歳出状況
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６　財　　産
　区有財産の状況は、次のとおりである。

（１）　公有財産
　ア　土地・建物

　イ　動　　産

　ウ　物　　権
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　エ　無体財産権

　オ　有価証券

 

　カ　出資による権利 
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（2）　物　品

（3）　債　権
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（4）　基　金
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第5　付帯意見
　1　総括意見
　平成 25 年度に実施された主要施策の執行状況について意見を述べる。
　まず、前年度に引き続き 25 年度においても最重点課題に位置づけられた防災対策である。「木
密・不燃化・耐震化」、「情報発信」、「避難所機能の強化」、「浸水対策」、「地域連携」など防災対
策の各ステージにおいて取り組まれた主な事業は次のとおりである。　
　「木密・不燃化・耐震化」においては、しながわ中央公園拡張整備、木密地域不燃化 10 年プロ
ジェクトとの連携（特定整備路線計画の推進、不燃化特区の推進）、密集住宅市街地整備促進事業、
都市防災不燃化促進事業、防災生活圏促進事業、避難道路機能強化事業、住宅・建築物等の耐震
化支援事業、道路下空洞調査・補修工事、初期消火体制の強化（街頭消火器増設など）。
　「情報発信」では、災害情報等配信システムの配備、防災情報配信管理システムの整備、防災
行政無線の商店街放送設備への接続、CATVとの連携の強化。
　「避難所機能の強化」では、学校施設の防災対策（非構造部材耐震化、便所排水管耐震化、災
害時帰宅困難児童・生徒用食糧等の備蓄）、災害時医療資器材等の整備。
　「浸水対策」では、津波・高潮対策事業（津波自主避難マップの作成の推進など）、治水対策（下
水道管の整備（浜川雨水排水管、立会川雨水放流管）、雨水流出抑制推進事業など）。
　「地域連携」では、事業所の地域協力（災害時における民間事業者施設の使用に関する協定の
締結と情報通信機器の配備、地域防災ワークショップの開催など）である。

　次に、3つの緊急対策（緊急経済対策、総合的な待機児童対策、高齢期の住まいと安全安心）
である。
　「緊急経済対策」では、中小企業事業資金融資あっせん（経営安定化資金、経営支援資金およ
び小規模企業特別事業資金の継続、既存資金の利用限度額の引き上げ）、若者就業支援事業（就
業相談、就業支援セミナーの開催、就業体験事業など）、プレミアム付区内共通商品券事業助成
など。
　「総合的な待機児童対策」では、私立保育園・認証保育所開設支援、家庭的保育事業（保育マ
マ制度）の拡大、幼保一体施設の開設など。
　「高齢期の住まいと安全安心」では、特別養護老人ホーム等の整備（杜松小学校跡、平塚橋会
館跡、上大崎三丁目）、サービス付高齢者住宅等複合施設の整備（西五反田三丁目）などである。

　次に、「品川区長期基本計画」に掲げられた 5つの都市像の着実な実現に向けた主な事業である。
　第 1に、「だれもが輝く　にぎわい都市」においては、①町会ホームページ運営支援、②町会
活性化講習会（町会塾の開催）、③協働推進事業、④新製品・新技術開発促進に関わるソフトウ
エア開発経費助成、⑤ものづくり地域企業ネットワーク再生事業、⑥メードイン品川 PR事業、
⑦海外進出推進事業、⑧マイスター店等支援事業（生鮮三品店支援事業）、⑨観光アクションプ
ラン推進事業、⑩スポーツ祭東京 2013（国民体育大会）の開催、⑪品川区民芸術祭の開催。
　第 2に、「未来を創る　子育て・教育都市」では、①子ども・子育て支援事業計画の策定（品
川区子ども・子育て会議の設置、利用意向調査の実施）、②子育て交流サロンの開設、③親育ち
支援事業（父親の子育て参加促進講座、悠々ボランティア育成講座など）、④就学前乳幼児教育
の充実、⑤いじめ等防止対策、⑥施設一体型小中一貫校の建設（豊葉の杜学園）、⑦学校改築の
推進（御殿山小学校）。
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　第 3に、「みんなで築く　健康・福祉都市」では、①発達障害者支援施設整備（上大崎一丁目）、
②ふれあい作業所の拡充（西大井、西品川）、③ 35 歳からの健康診査の開始、④糖尿病重症化予
防に向けた医療受診勧奨・生活改善指導の開始。
　第 4に、「次代につなぐ　環境都市」では、①河川・運河の水質改善（立会川、目黒川、勝島
運河）、②しながわ区民公園再整備、③子どもたちのアイデアを活かした公園づくり（東品川公園）、
④リサイクル事業（小型家電の拠点回収など）。
　第 5に、「暮らしを守る　安全安心都市」では、①品川駅南地域周辺まちづくり事業、②市街
地再開発事業（大崎駅周辺地区、西品川一丁目地区、大井町駅周辺地区、目黒駅前地区）、③都
市再生総合整備事業（百反歩道橋架替整備など）、④やさしいまちづくりの整備（大井町駅周辺
バリアフリー計画策定、鉄道駅バリアフリー整備助成（下神明駅、品川シーサイド駅））、⑤防犯
設備整備事業（防犯カメラの設置促進）である。

　以上の取り組みの結果、平成 25 年度の決算状況（執行率）は、一般会計ベースで 95.9％（前
年度 94.5％）となっている。計画に比べ実績が伸びなかった事業も散見されるが、全体として高
い執行実績を上げている。

　次に、いくつかの事業について今後留意すべき点に触れたい。
　第 1に、防災対策関連事業の執行率についてである。密集住宅市街地整備促進事業や住宅・建
築物等の耐震化支援事業など、土地、建物の権利者の動向がその進捗を左右する事業の実績が伸
びていない。専門家の派遣をはじめ様々な手立てが講じられているが、改めて事業進捗の困難さ
が窺える状況である。しかし、防災対策のハード面として不可欠なこれらの事業が停滞すること
は、安全・安心なまちづくりの整備ばかりでなく、福祉、教育、環境など区民生活を支える基本
的な社会システムの強化が遠のくことにもなる。「10 年プロジェクト」もそういった認識のもと
に始動しているはずである。事業の進行管理を徹底し着実に実績を積み上げていくことに従前に
増して力を注がれたい。
　第 2に、都から交付される補助金を財源とする事業についてである。区市町村の要望等もある
と思われるが、都としての一定の政策判断に基づき各種補助金は予算化されるのが一般である。
その判断の基本は、当該補助金に係る事業に対するニーズの普遍性、効果、緊急性などであり、
これらを満たさない事業について補助金が予算化されることは原則的にはないと言える。しかし
一方、区市町村それぞれにおいて独自のニーズや事業の組み立てが存在し得ることも事実であり、
まさにその点で使途を狭い範囲に制限する補助金制度の問題点がつとに指摘されてきている。ま
た、予算化された補助金（補正予算によるそれを含む）の消化が優先され、短期間にその執行を
促すなど都の交付手続き上、適切さを欠くといったこともある。その結果、区民ニーズの精確な
把握や事業計画の創意工夫が不十分のまま補助事業としての執行を余儀なくされ事業実績が振る
わないといった事業も見受けられる。補助金のあり方そのものの改善がまず求められることは当
然であるが、そういった状況の中にあっても、可能な限り補助金の効果的な活用（包括補助金等
に関わる具体的な事業メニューの構想を含む）が図られるようなお一層の努力を重ねられたい。
　第 3に、区の施設における電力使用量についてである。一部の施設を除き多くの施設において
25 年度の電力使用量は前年度を上回る使用量となっている。電力料金の値上げという事態を迎
えればその使用量を抑制するのが合理的な対応である。また、省エネルギーは今後とも継続的に
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取り組まなければならない重要な課題である。空調機器のきめ細かな運転制御や施設利用者の理
解と協力により電力使用量の節減を実現している施設もあることを踏まえ、節減対策に遺漏がな
いかどうか改めて点検されたい。
　第 4に、情報システムに関わる経費の各会計（一般会計、各特別会計）の負担についてである。
端末機器の台数や稼働率など一定の合理性を有する指標に基づき当該経費の各会計間の負担割合
が算出されている中、算出根拠が不明な負担割合が存置されている事例が見受けられる。国等の
制度改正が度重なることもありシステム関係経費は年々多額なものとなっており各会計に与える
財政上の影響も少なくない。各会計間の負担割合については適時適確な見直しを行われたい。
　第 5に、空調機など区の施設で利用する各種設備機器の導入形態についてである。一時的（短
期的）な経費負担の軽減ということから設備機器の導入形態はリース（再リースを含む）が一般
化している。しかし、常にリースが経済合理性において優位とは言えないと思われる。設備の性
能、耐久性、中長期的なコスト、省エネルギーといった多様な評価基準に照らせば購入やレンタ
ルといった選択肢もあり得る。設備機器の導入に当たってはそのような視点も踏まえ慎重に検討
されたい。

　次に、一般会計の主な歳入のうち特別区民税について意見を述べる。
　特別区民税の収入済額は 382 億 8,650 万円で前年度（375 億 5,907 万円）に比べ 7億 2,744 万円、
1.94％増加している。現年課税分の収入率は 98.58％で前年度（98.29％）に比べ 0.29 ポイント上
昇し、滞納繰越分のそれは 51.95％で前年度（44.86％）に比べ 7.09 ポイント上昇し、その結果、
全体の収入率は 97.07％となり前年度（96.17％）に比べ 0.9 ポイント上昇している。ちなみに、
23 年度からの全体の収入率を示すと、23 年度 95.07％、24 年度 96.17％、25 年度 97.07％となっ
ており、25 年度のそれは極めて高い数値であることが見て取れる。催告強化期間の設定（特別
訪問調査、夜間電話催告、日曜電話催告）、専門非常勤職員の配置、特別体制による集中滞納整理、
都との連携強化、口座振替納付率の向上、効率的な執行体制の編成など、前年度に引き続く税務
部門のたゆまぬ努力の成果である（表 1参照）。

表1　特別区民税の歳入状況

　次に、主な特別会計について意見を述べる。
　国民健康保険事業会計は、歳入総額は対前年度 1億 3,341 万円、0.3％増加しているのに対し、
歳出総額は対前年度 4億 5,595 万円、1.2％増加し、単年度収支において 3億 2,254 万円の赤字（前
年度 2億 6,618 万円の赤字）となっている。歳入については、前年度に比べ療養給付費等交付金、
繰入金、繰越金等が減少しているものの、国民健康保険料、国庫支出金、前期高齢者交付金が対
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前年度それぞれ 4.0％、1.5％、5.7％増加し、全体として対前年度 0.3％の増加となったものである。
一方、歳出については、主な歳出項目のうち、共同事業拠出金の減少を除き、保険給付費、後期
高齢者支援金等、介護納付金が対前年度それぞれ 1.5％、3.8％、4.9％増加し、全体として歳入の
増加（0.3％）を上回る 1.2％の増加となっている。平成 25 年度の保険料の対調定収納率は 76.31
％で前年度（74.61％）に比べ 1.7 ポイント上昇している。制度自体が抱える困難な課題はあるに
しても保険者として制度を維持する努力は欠かせない。25 年度に導入されたキャッシュカード
による口座振替手続きの拡充や、26 年度に開設された国民健康保険料納付案内センターの活用
など引き続き進行管理に努められたい。

　介護保険特別会計は、歳入総額は対前年度 5億 4,219 万円、2.7％増加しているのに対し、歳出
総額は対前年度 5億 3,900 万円、2.7％増加し、単年度収支において 320 万円の黒字（前年度 1億
1,359 万円の黒字）となっている。歳入については、前年度に比べ都支出金が減少しているものの、
他の主な歳入項目である保険料、国庫支出金、支払基金交付金、繰入金が対前年度それぞれ 3.2％、
2.4％、2.2％、7.4％増加し、全体として対前年度 2.7％の増加となったものである。一方、歳出に
ついては、歳出総額の 95％を占める保険給付費が対前年度 3.6％増加しているが、基金積立金の
減少などにより全体として歳入の増加（2.7％）に等しい 2.7％の増加となっている。平成 25 年
度の保険料の対調定収入率（還付未済額を除く）は 94.59％で前年度（94.84％）に比べ 0.25 ポイ
ント低下している。いわゆる団塊世代の加入により被保険者の増加が見られる一方、保険給付の
対象者も逓増していることから、コンビニ収納の拡充、督促・催告、納付相談、火曜延長窓口、
日曜開庁窓口等の取組みを強化し収入率の維持・向上に努められたい。

　以上、平成 25 年度決算について総括意見を述べたが、平成 25 年度は、「品川区長期基本計画」
（平成 21 ～ 30 年度）の前期 5年を結ぶ年である。この間、品川区は、不況の長期化、東日本大
震災という未曽有の災害、環境問題の深刻化など極めて厳しい事態に直面してきた。長期基本計
画に謳う 3つの理念と 5つの都市像の実現という基本は堅持しながらも、個々の行政施策の具体
的中味が問い直される状況であったと言ってよい。そういった中、区民の理解と協力を支えに、
事務事業の評価も踏まえさまざまな行政施策を積み重ねてきた 5年である。実績が伸び悩んでい
る事業があることは事実であるが、5つの都市像の実現に向けて全体として着実に成果を上げて
きたことを高く評価したい。しかし、先に触れた厳しい事態を克服する道のりは遠く、少子高齢
化や人口の減少、緩やかに回復していく期待が示されながらもなお不透明な日本経済の先行きな
ど社会経済環境の厳しさに変わりはなく、長期基本計画は正念場を迎えていると言える。平成
26 年 4 月に改訂された「品川区長期基本計画」（平成 26 ～ 30 年度）もこういった状況を真摯に
受け止めて策定されたものと理解される。計画の達成に向けて、区民の力（コミュニティの力）
を信頼し、知恵を出し汗を流し、耳を傾け言うべきことは言い、今後とも品川区政を力強く進め
ていかれるよう切望する次第である。
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２　個別意見
（1）　主要決算数値および指標について
　平成 25 年度普通会計（決算統計）の決算状況について、主な決算数値および指標は次のとお
りである｡
　歳入総額 1,330 億 8,939 万円、歳出総額 1,297 億 4,405 万円で、形式収支は 33 億 4,534 万円の黒
字（対前年度 8.3％の減）となっており、翌年度へ繰越すべき財源 1億 6,265 万円を差引いた実
質収支も 31 億 8,269 万円の黒字（対前年度 4.3％の増）となっている。また、単年度収支（当年
度実質収支－前年度実質収支）は 1億 3,029 万円の黒字、それに財政調整基金積立金を加えた実
質単年度収支も 15 億 6,506 万円の黒字となっている（表 2参照）｡

表2　普通会計決算状況
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　財政運営の状況を判断する指標とされる実質収支比率は 3.8％で、前年度（3.6%）に比べ 0.2
ポイント上昇している。
　23 区の平均値（5.9％、速報値）と比べると 2.1 ポイント下回っているが、一般的に 3～ 5％が
望ましい水準とされている（図 1参照）｡

図１　実質収支比率

注 1　標準財政規模には、臨時財政対策債発行可能額を含む。
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　財政構造の弾力性を判断する指標とされる経常収支比率は 76.8％で、前年度（77.2％）に比べ
0.4 ポイント低下している。これは経常経費充当一般財源において、扶助費の増（約 9億円）、物
件費の増（約 5億円）等が見られるものの、人件費の減（約 10 億円）、公債費の減（約 3億円）、
その他経費の減（約 2億円）により充当一般財源が約 1億円減少したこと。また、経常一般財源
総額において、特別区交付金の減（約 18 億円）はあるものの、特別区税の増（約 11 億円）、各
種交付金の増（約 8億円）、財産収入、使用料の増（約 2億円）により一般財源が約 3億円増加
したためである。
　23 区の平均値（82.8％、速報値）と比べると 6.0 ポイント下回っている（図 2参照）｡

図２　経常収支比率
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　経常収支比率と同様に、財政構造の弾力性を判断する指標とされる公債費比率は 3.6％で、前
年度（3.8％）に比べ 0.2 ポイント低下している。
　23 区の平均値（4.9％、速報値）と比べると 1.3 ポイント下回っている（図 3参照）。

図３　公債費比率

注 1　標準財政規模には、臨時財政対策債発行可能額を含む。
　 2　23 区平均の数値は、集計結果の発表（都）の終了に伴い平成 25 年度限りの数値である。

　歳出総額に占める人件費の割合を示す人件費比率は 18.8％で、前年度（19.5％）に比べ 0.7 ポ
イント低下している。これは、23 区の平均値（18.7％、速報値）と比べると 0.1 ポイント上回っ
ている。
　また、人件費の経常収支比率は 25.6％で、前年度（26.8％）に比べ 1.2 ポイント低下している（図
4、84 頁、表 3参照）｡
　平成 14 年度以降マイナスであった自主財源人員（いわゆる財調過員）は、平成 22 年度はプラ
スになったが、平成 23 年度からはふたたびマイナスとなっている（84 頁、表 4参照）｡

図４　人件費比率

（　　　）
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表３　人件費の経常収支比率の推移

表４　職員数の状況
各年度 10 月 1 日現在

　以上、平成 25 年度普通会計の決算に見られる主な決算数値および指標は、いずれも適正な水
準を維持していると言える。
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　地方自治法第 241 条第 5 項の規定に基づき、平成 25 年度品川区基金の運用状況を審査

した結果について別記のとおり意見を述べる。

　　平成 26 年 10 月 14 日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　品川区監査委員　　　三　浦　　　茂

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　井　上　奇　信

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　本　多　健　信

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　　　　　　石　田　しんご
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記

第1　審査対象
　　１　用品基金
　　２　公共料金支払基金
　　（参　考）
　　１　奨学金貸付基金
　　２　社会福祉基金
　　３　平和基金
　　４　地球環境基金
　　５　地域振興基金
　　６　公共施設整備基金
　　７　財政調整基金
　　８　減債基金
　　９　義務教育施設整備基金
　　10　介護給付費等準備基金

第２　審査実施の時期
　　平成 26 年 7 月 1 日から
　　平成 26 年 9 月 24 日まで

第３　審査の結果
　　関係帳簿を審査した結果、別表のとおり適正に運用され計数に誤りのないことを確認した。
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別　表　1
　　用品基金

　　公共料金支払基金



―90―

別　表　2

　（参　考）
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